
■後期基本計画で設定した、平成29年度を着地点とする「めざそう値」（目標値）について、平成26年度実績値から達成率を算出した。

＜評価凡例＞

Ａ…平成26年度の実績値がすでに目標値を達成しているもの（100%≦達成率）

Ｂ…平成26年度の達成率から判断し、目標値達成が見込まれるもの（40%≦達成率＜100%）

Ｃ…平成26年度の達成率から判断し、目標値達成に一層の努力が必要なもの（0%＜達成率＜40%）

Ｄ…平成26年度の達成率が０またはマイナスに転じている等、目標値達成が難しいと考えられるもの（達成率≦0%）

■目標値に対する達成率から、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４段階で評価した。
　（事業変更や統計調査未実施等により達成率の算出が困難なものは、評価を行わず「―」とした。）

後期基本計画の目標値、実績値に係る達成率及び評価

▽後期基本計画大綱

▽施策の柱

▽めざそう値指標名

後期基本計画で設定した100項目を掲載。

▽平成26年度実績値から見た達成率

▽達成率の評価
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A Ｂ Ｃ Ｄ ―

第１章

１-1 全国・世界へ広がる物流・交流拠点の形成 1 1 2

１-2 総合的な道路網の整備 1 1 2

１-３ 公共交通基盤の整備 1 1

１-４ 住環境の整備 1 2 3

１-５ 公園緑地の整備 1 2 3

１-６ 魅力ある景観の保全 1 1

１-７ 地域情報化と電子自治体の推進 1 1 2

3 2 4 5 0 14

第２章

２-１ 危機管理体制の強化 2 1 3

２-２ 地震、風水害、土砂災害対策の充実 1 3 4

２-３ 消防・救急・救助体制の充実 1 1 1 1 4

２-４ 地域防犯体制の強化 1 1 1 3

２-５ 交通安全対策の充実 2 1 3

２-６ 消費生活対策の充実 2 1 3

4 2 9 5 0 20

都市基盤が充実し、ひとやもの、情報が活発に交流するまち

市民が安全・安心に暮らせるまち

項目数
Ｈ26年度実績値評価

小　　計

小　　計

施策の柱別 達成度評価集計表

Ａ

21%

Ｂ

14%
Ｃ

29%

Ｄ

36%

―

0%

第１章

Ａ

20%
Ｂ

10%
Ｃ

45%

Ｄ

25%

―

0%

第２章
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A Ｂ Ｃ Ｄ ―
項目数

Ｈ26年度実績値評価施策の柱別 達成度評価集計表

第３章

３-１ 農林業の振興 1 2 1 4

３-２ 工業の振興 2 2

３-３ 商業・サービス産業の振興 1 1 2

３-４ 観光の振興 2 2 4

3 1 4 4 0 12

第４章

４-１ 地域福祉の推進 1 1

４-２ 子ども・子育て支援の推進 1 1 1 3

４-３ 高齢者福祉の推進 1 1 3 5

４-４ 障害者福祉の推進 1 1 2

４-５ 健康づくりの推進 1 2 3

４-６ 地域医療の充実 1 2 3

４-７ 国民健康保険事業の健全な運営 1 1 2

4 4 6 3 2 19小　　計

だれもが健やかで幸せに暮らせる健康・福祉のまち

産業が生き生きと活発なまち

小　　計

Ａ

25%

Ｂ

8%
Ｃ

34%

Ｄ

33%

―

0%

第3章

Ａ

21%

Ｂ

21%Ｃ

32%

Ｄ

16%

―

10%

第4章

第5章
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A Ｂ Ｃ Ｄ ―
項目数

Ｈ26年度実績値評価施策の柱別 達成度評価集計表

第５章

５-１ 環境への負荷を低減させるまちづくりの推進 1 1 1 1 4

５-２ 循環型社会の推進と生活環境の保全 1 1 1 3

５-３ 自然環境の保全と活用 1 1 2

５-４ 環境教育の充実 1 1 2

4 1 2 4 0 11

第６章

６-１ 学校教育の充実 1 1 1 1 4

６-２ 生涯学習の充実 1 2 1 4

６-３ 青少年の健全育成 1 2 3

６-４ スポーツの振興 1 1 2

６-５ 文化・芸術活動の振興 1 2 3

６-６ 歴史資源の保存と活用 1 1

3 2 6 5 1 17

小　　計

小　　計

人を育て、歴史を大切に新しい文化を創造するまち

自然と共生する資源循環型のまち

Ａ

37%

Ｂ

9%

Ｃ

18%

Ｄ

36%

―

0%

第5章

Ａ

18%
Ｂ

12%

Ｃ

35%

Ｄ

29%

―

6%

第6章
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A Ｂ Ｃ Ｄ ―
項目数

Ｈ26年度実績値評価施策の柱別 達成度評価集計表

第７章

７-１ 市民参加・地域主体のまちづくりの推進 1 1

７-２ 人権の尊重、男女共同参画社会の形成 2 2

７-３ 公共施設の整備と適正配置 1 1

７-４ 国内外の地域との交流促進 1 1

７-５ 開かれた行政と行財政の効率化 2 2

0 2 1 2 2 7

A Ｂ Ｃ Ｄ ― 合計

21 14 32 28 5 100

21% 14% 32% 28% 5% 100%

小　　計

市民と行政がともに創る、活力に満ちたまち～まちづくりの進め方～

（項目数）

（割　合）

▼めざそう値項目全体

Ａ

0% Ｂ

28%

Ｃ

14%
Ｄ

29%

―

29%

第7章

A

21%
Ｂ

14%Ｃ

32%

Ｄ

28%

―

5%
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49.5 % 50.4 % 50.8 % 55 %

328,652 人 371,003 人 人 350,000 人

84 % 85.3 % % 89 %

3 橋 3 橋 11 橋 51 橋

374,254 人 369,957 人 人 375,000 人

670 戸 570 戸 401 戸 720 戸

●第１章　都市基盤が充実し、ひとやもの、情報が活発に交流するまち

生活安心課

（１-２）
橋りょう長寿命化修繕工事実施
数

198.4%

建設課

・消費税増税による駆け込み需要増加の結果、Ｈ25年度の新
設住宅着工件数は増加し、Ｈ26年度からは減少傾向にある。D

（１-４）
新設住宅着工件数

2

・横井中央線（市役所東交差点～大津通り交差点）をＨ27年
３月に供用開始した。（市街地整備課所管）
・二軒家牛尾線の五和保育園入口から終点までの区間をＨ26
年12月に供用開始した。
・Ｈ27年度の実績値の上昇幅は小さいが、(都)谷口中河線、
(都)二軒家牛尾線、(都)東町御請線は着実に整備を推進して
おり、今後の上昇を見込んでいる。

C

4

・駅西陸橋、睦橋、島竹下２号橋の修繕工事を実施し、Ｈ27
年６月に完了した。
・Ｈ25年度からＨ26年度までの実績値に変化がないのは、事
業コストがかかるＪＲ跨線橋工事を優先していることによ
る。
・Ｈ27年度は35橋の設計を行っている。
・Ｈ24年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画に基づき事業を
進めているが、国庫補助金（交付金）の配分率低下に伴い若
干の事業の遅れが生じている。

・川根温泉ホテル建設工事をＨ26年５月に竣工し、同年７月
１日に供用開始した。
・川根温泉の改修工事を施工し、源泉の安定供給を図った。
・川根地区の魅力や観光情報を提供する「川根地域協議会」
を発足した。
・上記に加え、大井川鐡道㈱による機関車トーマスの運行開
始も要因となり、川根地区への観光客が増加した。

-576.0%
（１-３）
コミュニティバス利用者数

26.0%

0.0%

（１-２）
幹線道路（都市計画道路）整備
率

（１-１）
地域間交流の促進（年間）
※川根温泉及び川根温泉ホテル
の利用者数

・回数券の販売、スポット時刻表の配布などの利用促進策を
継続するとともに、コミュニティバスに子供が自由に乗車で
きるイベントや広報掲載などのＰＲ活動も行い、利用者の増
に努めた。
・少子化の進展による通学利用の減少、高齢者の運転免許保
有率の高さ及び介護サービス等による移動支援の普及といっ
た様々な要因が重なり、Ｈ22年度（Ｈ25年度を除く）以降は
対前年比で減少傾向にある。

D

3

5

D

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

ａ

観光課

都市計画課

基準値 確定値

（Ｈ25）

（Ｈ25）
A

1 16.4%

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課めざそう値　指標№

目標値（めざそう値）

Ｈ29

ｃ

推計値（参考）

Ｈ27

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

（１-１）
市民の道路整備に関する満足度 建設課

ｂ

・横岡新田牛尾線１工区（新東名島田金谷ＩＣ～五和保育園
入口）をＨ26年12月に供用開始した。
・細島中央道線、岸元島田線、番生寺島線の舗装補修を行
い、道路交通の安全性が向上した。
・横井中央線（市役所東交差点～大津通り交差点）をＨ27年
３月に供用開始した。（市街地整備課所管）

C

秘書政策課-200.0%
(Ｈ27.12現在）

（H28.3月見込）

6
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●第１章　都市基盤が充実し、ひとやもの、情報が活発に交流するまち

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

ａ

基準値 確定値

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課めざそう値　指標№

目標値（めざそう値）

Ｈ29

ｃ

推計値（参考）

Ｈ27

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｂ

3 か所 3 か所 3 か所 4 か所

28.8 % 88.9 % 100 % 100 %

111.9 ha 112.7 ha 112.8 ha 112.0 ha

1,090 件 1,116 件 件 1,215 件

46 団体 47 団体 団体 49 団体

－ 1 地区 地区 2 地区

－ 85.5 % % 80 %

都市計画課

水道課

市街地整備課

（１-４）
配水池耐震化率(貯水量率)
※貯水量率：全体容量＝
17,988m3

・天神原配水池の耐震工事がＨ27年３月に完成した。
・旗指配水池の耐震診断を行い、耐震性能が確保されている
ことが診断された。
・Ｈ27年度現在では目標値を達成している。

A

B

・民間の宅地造成工事に伴い新設された公園の管理が島田市
へ移管された。これによりＨ26年度時点でＨ29年度目標値を
上回った。
・Ｈ27、28年度中にも公園を新設する予定である。

D

・史跡を活かしたまちづくりを進めるため、文化課がＨ26年
度に策定した「川越遺跡保存管理計画」に連動する「川越遺
跡周辺地区計画」の指定を目指す。
・今後は当計画を踏まえ、庁内に設置した委員会で情報共有
に努めながら、関係課及び住民と連携し調整していく。

・金谷往還下地区の土地区画整理事業がほぼ完了したこと
で、往還下公園を管理する「金谷泉町公園愛護会」がＨ26年
５月に結成された。
この公園愛護会は往還下公園の他にも複数の公園を管理して
おり、公園数では６か所、面積では8,820㎡増加した。
・今後、新設される公園については愛護会による管理を推進
していきたい。

・Ｈ26年度には前年度比６件増の16件、計1,066千円の補助
金を交付した。

（77.0ha)

市街地整備課

市街地整備課

都市計画課

広報課

（Ｈ28.2月現在）

0.0%

8

9
（１-５）
公園・緑地整備面積

7
（１-４）
地区計画の指定

・市民と行政の信頼関係を深めることに重点に置き、市民に
親しまれるような紙面づくりを目指し企画・編集を行った。
・Ｈ26年度に実施した広報効果・戦略プラン策定にかかるア
ンケートの調査結果及び媒体評価を基に、広報取組方針を策
定した。
【受賞歴】
・全国広報コンクール４年連続入賞
・Ｈ26年11月号：Ｈ26年度静岡県広報コンクール市広報紙部
門県知事賞受賞
・Ｈ27年全国広報コンクール広報紙市部門入選

50.0%

106.9%

C

・川越遺跡周辺地区を新たに景観計画重点地区として指定す
ることを目的に、Ｈ26年度に川越遺跡保存管理計画を文化課
が策定し、当該地区の史跡としての方針を明確にした。

A

B
（１-６）
景観計画重点地区の指定数

C

33.3%

12

13
（１-７）
広報しまだ閲読率

11
（１-５）
公園愛護会団体数

84.4%

800.0%

20.8%10
（１-５）
生け垣づくり補助累計件数

（77.0ha)
（Ｈ25）

（77.0ha) (78.0ha)

（Ｈ27.12月現在）
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●第１章　都市基盤が充実し、ひとやもの、情報が活発に交流するまち

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

ａ

基準値 確定値

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課めざそう値　指標№

目標値（めざそう値）

Ｈ29

ｃ

推計値（参考）

Ｈ27

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｂ

310 万件 309 万件 262 万件 350 万件
（１-７）
市ホームページ総ページビュー
数

・市ホームページ以外のポータルサイトの充実により、アク
セス数が分散する傾向にある。
・外国人のニーズに対応するため、英語版のホームページテ
ンプレートや電子書籍を作成している。
・アクセシビリティガイドラインに沿ったページでの情報発
信やＳＮＳを利用した取組を行っている。
・ＳＮＳ利用状況（Ｈ28年２月25日現在）:Twitterフォロ
ワー数　3,717件、Facebookページへのいいね！数　1,213件
・データセンターにサーバを設置し、インターネット回線か
ら更新することにより災害時や障害時における安定稼動を確
保している。

D 広報課
（H28.1月現在）

14 -2.5%
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50,444 人 50,281 人 27,251 人 55,000 人

44 人 66 人 人 250 人

53 回 54 回 回 78 回

76.3 ％ 79.0 ％ 80.0 ％ 90 ％

●第２章　市民が安全・安心に暮らせるまち

めざそう値　指標

危機管理課
（２-１）
避難所運営会議の開催数（年
間）

（２-１）
市民の地域防災訓練参加者数
（年間）

19.7% C

-3.6% D

建築住宅課
（２-２）
民間住宅の耐震化率18

・Ｈ26年度実績ではわが家の専門家診断104件、既存建築物耐
震性向上事業での木造住宅65件、非住宅１件、木造住宅耐震
補強助成事業47件となっている。
・各種イベントに合わせTOUKAI-0事業のＰＲを行ったほか、
市内対象住宅へのポスティングや訪問を実施し、事業につい
て広く周知を図った。
・Ｈ27年末の実績については、実施率としての目標値達成は
困難であるが実施戸数としての目標はほぼ達成する見込みで
ある。

Ｈ27

推計値（参考）

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃａ

目標値（めざそう値）

Ｈ29 評価 主な取組内容・成果・要因 所管課

ｂ

基準値 確定値

17 4.0% C

・避難所運営マニュアルなどを策定していない組織に対し助
言やサポートを行うため、危機管理課担当職員が積極的に会
議に参加した。
・策定済の避難所運営マニュアルの中に、内容が形骸化し実
効性が伴っていないものが見受けられる。今後は、避難所運
営訓練を実施するなどして、実災害に対応できるものとして
いくことが必要であると考える。

危機管理課

16
（２-１）
防災リーダーの養成者数（累
計）

10.7% C 危機管理課

・自主防災会長・委員長会議で周知したほか、広報しまだに
て募集案内を掲載するなど広く受講者を募集した。
・自主防災会長や委員長は、数年で入れ替わってしまうこと
から、Ｈ29年度までにそれぞれの自主防災組織に２人以上の
地域防災リーダーを養成し、防災事業の中心的なポストとし
て地域の防災力を高める人材として活躍してもらうことをね
らいとしている。

15

・自主防災会長・委員長会議にて主体的な訓練の実施と地域
の住民の積極的な参加を依頼した。
・災害時には中高生などの若い力が必要となるため、市内の
小中学校、高校に対し児童生徒が積極的に訓練に参加するよ
う文書にて依頼した。
・高齢者の参加は比較的多いが、仕事や行事、部活動等の要
因により若者の参加が伸び悩んでいる。
・Ｈ27年度の参加者数については、９月の防災訓練が天候の
影響で中止となったため減少した。
・地域住民が自主的に防災訓練に参加するよう、今後も引き
続き啓発活動を行っていく。

№

（Ｈ25）
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●第２章　市民が安全・安心に暮らせるまち

めざそう値　指標 Ｈ27

推計値（参考）

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃａ

目標値（めざそう値）

Ｈ29 評価 主な取組内容・成果・要因 所管課

ｂ

基準値 確定値

№

5 橋 6 橋 橋 10 橋

50.9 ％ 51.2 ％ 51.4 ％ 51.8 ％

135 戸 138 戸 138 戸 140 戸

18 人 20 人 22 人 21 人

2,930 人 5,762 人 人 3,000 人

74.4 % 73.0 % 76.0 % 100 % 予防課

警防課

消防総務課

・Ｈ26年度には、住民に対し消防職員、応急手当指導員・普
及員による救急講習会を開催し、数値目標を達成している。
・今後講習修了者の増加とともに受講者の減少が懸念される
ため、救急講習会の開催方法等を検討し受講者を募るととも
に講師の育成に努めていく。

24
（２-３）
住宅用火災警報器の普及率 -5.5% D

・火災警報器の設置促進活動として、春季・秋季火災予防運
動期間中に一般家庭防火訪問の実施、島田産業祭への出店、
市内ＪＲ駅での広報活動などを行った。
(参考）
・静岡県普及率：75％
・静岡市普及率：79％

23
（２-３）
救急講習年間受講者数 4045.7% A

22
（２-３）
救急救命士実働人員数 66.7% B

・救急車６台を適正に運用するため、計画的に救急救命士を
確保しており、Ｈ27年度時点では目標値を達成している。
・Ｈ28年度以降の消防救急広域化に伴い、人事異動等で救急
救命士数に変動が生じないよう、引き続き人数確保を目指
す。

（２-２）
がけ地近接等危険住宅移転事
業による移転戸数

21 60.0% B

・伊太地区の土砂災害特別警戒区域内の住宅１戸について、
大草地区の安全な場所に移転した。
・窓口にて「がけ」についての相談を受け付けたり、広報誌
に補助制度を掲載する等市民への事業周知を図った。

建築住宅課

33.3% C

・島田市雨水幹線整備事業として、島田第一中学校南側東角
から横井排水区第６雨水幹線（問屋川都市下水路）Ｌ≒65.9
ｍを実施した。これにより島田第一中学校上流部の排水区域
約4.55haの宅地等が排水不良の地区から解消された。
・島田市内の雨水幹線排水整備対象区域面積1,546haのうち､
実施済面積は791.8haとなった。

建設課

（２-２）
橋りょうの耐震化実施数
※緊急輸送路・避難路

19

20
（２-２）
雨水幹線整備率
※都市下水路含む

C

・ＪＲ跨線橋（駅西陸橋）の橋梁耐震化工事を実施し、Ｈ26
年３月に完了した。
・市民生活に多大な影響がある橋の安全性の向上や、大規模
災害発生時に重要な路線（緊急輸送路）となる橋の耐震性強
化を進めており、Ｈ27年度現在、計画どおり進捗している。

建設課20.0%
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●第２章　市民が安全・安心に暮らせるまち

めざそう値　指標 Ｈ27

推計値（参考）

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃａ

目標値（めざそう値）

Ｈ29 評価 主な取組内容・成果・要因 所管課

ｂ

基準値 確定値

№

870 人 881 人 872 人 900 人

621 件 420 件 476 件 550 件以下

13 回 9 回 8 回 24 回

20 自治会 22 自治会 22 自治会 30 自治会

824 件 719 件 724 件 750 件以下

生活安心課

危機管理課

生活安心課

生活安心課

生活安心課

・市役所と警察署が連携して取り組み、防犯講習会について
警察署で実施できない日は市役所が実施している。（土日
等）
・地元からの防犯講習会の依頼が以前と比較し減少傾向にあ
るが、これは交番単位で委嘱している地域安全推進員92人の
防犯活動や、地域安全会議による自主的な勉強会等が開催さ
れていることによる。市役所と警察署及び関係団体とより連
携し官民一体となって防犯活動に取り組んでいきたい。
（参考）警察署管内防犯協会による講座開催回数
・Ｈ26年度：48回

（２-４）
地域の見守りネットワーク数
（自治会）

・年２回発行する消防団広報誌やFacebookページなどにより
活動紹介や団員募集を図っているが、退団者数に対し入団者
数が少ない傾向が続いている。（Ｈ26年度末退団者数65人、
Ｈ27年度４月１日付け入団者数45人）（Ｈ27.11月現在）

・島田市交通安全対策会議で策定した「第９次島田市交通安
全計画」（Ｈ23年度～Ｈ27年度）及び静岡県交通安全対策協
議会において決定される交通安全運動基本方針に基づき、季
節ごとに交通安全運動を実施している。

（２-５）
交通事故（人身事故）発生件
数

29 - A
（Ｈ27.12月現在）

28 20.0% C

・官民協働による「犯罪のない社会づくり」を持続的に推進
するため、地区安全会議の設置・活動促進を呼びかけた。
・Ｈ24年度で終了した防犯まちづくり補助金に代わりＨ25年
度～Ｈ27年度の３年間において防犯まちづくり支援事業補助
金を交付し、自治推進委員連絡会議の場で活動の重要性を呼
びかけた。
・自治会以外にも地域防犯団体が５団体参加している。

27

（２-４）
防犯まちづくり講座開催回数
（年間）

-36.4% D
（Ｈ28.3月見込）

26 - A

・警察署が委嘱している地域安全推進員の活動や、地域・自
治会で組織している地域安全会議、見守り隊の活動により、
地域での防犯意識が高まっていることから、犯罪被害が減少
していると考えられる。

（２-４）
年間犯罪発生件数（刑法犯認
知件数）

（２-３）
消防団員数25 36.7% C

(Ｈ27.12月現在)
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●第２章　市民が安全・安心に暮らせるまち

めざそう値　指標 Ｈ27

推計値（参考）

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃａ

目標値（めざそう値）

Ｈ29 評価 主な取組内容・成果・要因 所管課

ｂ

基準値 確定値

№

7 人 3 人 人 4 人以下

15 回 13 回 11 回 48 回

23 回 19 回 20 回 40 回

3 店 4 店 店 6 店

6 店 7 店 店 10 店

生活安心課

生活安心課

C

C

・Ｈ26年度は市内７店舗、７品目541点について調査を実施し
た。いずれの事業所も適正に管理がされており、不適正な表
示による指導はなかった。

・消費生活用製品安全法の規定に基づき、立入検査を行い、
法遵守の状況の確認と必要な指導を行なった。
・Ｈ26年度は市内４店舗において、49品の検査を実施した。
特定製品を販売する店舗が年々減少し、立ち入り先が大規模
量販店に集中する傾向にあることから、調査品目や立入店舗
が偏らないよう調整する必要がある。

生活安心課

生活安心課

生活安心課34
（２-６）
家庭用用品品質表示法に基づ
く立入検査実施数

33
（２-６）
消費生活用製品安全法に基づ
く立入検査実施数

33.3%

25.0%

32 -23.5% D

・多様化・巧妙化している悪徳商法等の被害者とならないよ
う啓発活動を行っている。
・消費者教育推進法の施行もあり、今後は学校や家庭教育学
級へ講座を広げていきたいと考える。特に、若者や保護者を
対象としたワンクリック詐欺等の被害防止啓発講座を計画し
ていきたい。
・個別相談業務と講座講師とを兼務する消費生活相談員の負
担にも配慮し、協力して開催件数を伸ばしていく。

（２-６）
消費者被害防止啓発講座開催
件数

31 -6.1% D

・警察署及び交通安全協会による交通安全講習会や事業所等
による自主勉強会等が実施されており、市への開催依頼が減
少傾向にある。
・参加協働型運動の展開や安全知識の普及を目指した自主的
な活動が実施され、これと合わせると目標値を達成する見込
みである。
（参考）交通安全協会による講習会開催回数
・Ｈ26年度：91回

（２-５）
地域交通安全講習会の開催回
数

（２-５）
交通事故死者数30 - A

・島田市交通安全対策会議（会長：市長）で策定した「第９
次島田市交通安全計画」（Ｈ23年度～Ｈ27年度）及び静岡県
交通安全対策協議会において決定される交通安全運動基本方
針に基づき、季節ごとに交通安全運動を実施している。
・Ｈ26年度の県内交通事故発生状況は、件数・死者数・負傷
者数のいずれも前年より減少した。島田市においても交通事
故死者数が前年の12人から大幅に減少した。

（Ｈ28.3月見込）

（Ｈ28.3月見込）
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384 人 388 人 392 人 424 人

22 経営体 227 経営体 250 経営体 100 経営体

37.4 % 38.2 % 38.4 % 41.5 %

108.20 ha 83.38 ha 66.00 ha 135.00 ha

42 件 69 件 件 115 件

2 件 6 件 件 15 件

10 件 10 件

●第３章　産業がいきいきと活発なまち

推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ29

C

19.5% C

D-92.6%

ｂ ｃ

№

（３-１）
人・農地プラン経営体掲載数36 A

農林課

農林課

農林課

商工課

所管課

農林課

・Ｈ26年度整備面積内訳として、しずおか林業再生プロジェ
クト推進事業の間伐による整備面積　28.58ha、森林環境保全
直接支援事業の間伐による森林整備　54.80haとなった。
・補助金交付対象の条件となる、経営計画の策定や自立支援
を引続き行っていく。

・Ｈ26年度の集積割合は認定農業者の増加に合わせやや増加
している。（集積面積合計：1,154ha、認定農業数：Ｈ25年度
380人　Ｈ26年度　388人）

・Ｈ26年度は、112経営体の策定・更新があったため目標値を
達成できた。
・新規就農者や経営体育成支援事業実施者、攻めの農業実践
緊急対策事業実施者、防霜ファンリース事業実施者をプラン
経営体として追加したほか、谷口原茶農協・初倉阪本茶農
協・吹木茶農協・湯日第一茶農協の組合員に対しプランを策
定した。

主な取組内容・成果・要因めざそう値　指標

・Ｈ26年度の状況は、新規認定が10人、期間満了17人に対す
る再認定が10人であった。

・Ｈ27年度に新市施行10周年を記念して10品を「島田の逸
品」に認定したため、Ｈ27年度現在では目標値を達成してい
る。

38
（３-１）
森林間伐面積
（補助分）

39
（３-２）
地域産業振興事業費補助件数

D0.0%

・企業立地の促進を図るため、県内外の企業を訪問等するな
ど積極的なＰＲ活動を実施するとともに、市ホームページに
て市内の遊休地や工業用地の優位性等の情報発信を行った。
・Ｈ27年度は５社への補助金交付を見込んでおり、目標値達
成に向け概ね順調に進んでいる。

・市内商工団体担当者と金融機関担当者等に制度説明を実施
したほか、企業懇話会や商工団体の会議にて、資料の配布を
行った。
・補助金の予算残額について、市ホームページにて随時情報
を発信した。
・Ｈ26年度は年間15件の補助を行い、目標値達成に向け概ね
順調に推移している。

37.0%

262.8%

基準値 確定値

C

35
（３-１）
認定農業者数 10.0% C

37
（３-１）
担い手への農用地利用集積割合

41

40
（３-２）
企業立地促進事業費補助件数

（３-３）
地域ブランド商品の認定数

30.8% 商工課

商工課

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

評価

ａ

（Ｈ28.3月見込）

(Ｈ28.3月見込）
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●第３章　産業がいきいきと活発なまち

推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ29

ｂ ｃ

№ 所管課主な取組内容・成果・要因めざそう値　指標

基準値 確定値 目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

評価

ａ

1,517 人/日 1,992 人/日 1,985 人/日 2,000 人/日

244.5 万人 236.7 万人 万人 300 万人

113,817 人 183,901 人 人 148,000 人

205,423 人 201,911 人 151,018 人 220,000 人

44 A

・Ｈ24年４月の新東名高速道路島田金谷ＩＣ供用開始による
交通アクセスの充実やＨ26年７月１日の川根温泉ホテル営業
開始、富士山静岡空港国際線定期便の増便によって、観光客
が増加した。
・Ｈ26年度に目標値を達成したところであるが、引き続き観
光客の滞在に繋がる魅力創出に努める。

205.0%

45
（３-４）
田代の郷温泉「伊太和里の湯」
利用者数

-24.1%

（３-４）
島田市内宿泊者数

（Ｈ28.1月現在）

観光課

観光課

42
（３-３）
中心市街地(本通り二丁目交差
点)の歩行者数

98.3% B

・中心市街地において実施された３事業に対し、島田市にぎ
わい商店街支援事業補助金を交付した。
・若者や子育てママをターゲットとしたアートイベントやマ
ルシェが民間により開催され、駅周辺において若者による新
規出店が数件みられる。
・Ｈ24年８月にこども館がオープンしたことで中心市街地の
にぎわい創出に寄与していると考えられるが、Ｈ27年度は歩
行者数が減少へ転じたため、更なる中心市街地の魅力向上を
図る必要がある。

43
（３-４）
観光交流人口

・めざそう値は島田大祭や機関車トーマス運行による来訪者
を除いた数を設定しており、実際の観光客数は多いと予想さ
れる。
・国外からの誘客につながる事業を展開するとともに、空港
就航先や首都圏、中京圏における国内キャンペーンを積極的
に実施することで交流人口の拡大を目指す。
・東名高速道路、富士山静岡空港、川根温泉ホテルを活用し
た観光モデルツアーの企画やインバウンドの顧客を対象とし
た事業を実施する。
・周辺市町の関係団体との連携を行うことで、広域連携によ
る観光振興を推進し、観光施策の展開を図る。

-14.1% D

D

・県内に多くの温泉施設・温浴施設があることに加え、近年
の観光ニーズの多様化により入館者が減少したものと考え
る。
・川根温泉からの温泉運搬取り止めの対策として、露天風呂
等に微細な気泡を発生させる装置を設置しＨ26年12月から供
用開始した。
・利用者増につなげるため、健康保険組合等へ営業活動を行
い、新規に１団体と福利厚生施設契約を締結した。
・温泉のみを目玉とするのではなく、ウォーキング等の周辺
地区観光と合わせて利用者数を増加させていきたい。

観光課

商工課
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●第３章　産業がいきいきと活発なまち

推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ29

ｂ ｃ

№ 所管課主な取組内容・成果・要因めざそう値　指標

基準値 確定値 目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

評価

ａ

328,652 人 371,003 人 331,751 人 350,000 人 198.4%46
（３-４）
川根温泉及び川根温泉ホテル利
用者数

A
（Ｈ28.1月現在）

・川根温泉ふれあいの泉において、トイレ便器の取替工事の
施工、繁忙期の臨時駐車場の設置など入館者の利便性向上を
図った。
・川根温泉ホテルにおいて、ソフト面ではバイキング料理の
品数の増加や日帰り入浴の時間拡大、ハード面では娯楽室防
音修繕や屋外駐輪場の屋根設置を行い、利用者の利便性向上
を図った。

観光課
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7 か所 9 か所 10 か所 20 か所

98 % 99.4 % % 100 %

1,670 人 1,702 人 1,702 人 1,700 人

595 人 640 人 670 人 770 人
15 か所 15 か所 15 か所 16 か所

14.10 % 14.08 % 12.6 % 14.0 %

－ 10 か所 20 か所 40 か所

70.0%

106.7%

25.7%

25.0%

主な取組内容・成果・要因 所管課評価

ｃ

№ めざそう値　指標
Ｈ24

（計画策定時）

基準値

Ｈ26

確定値

Ｈ27

推計値（参考）

ａ ｂ

（４-３）
要介護（要支援）認定率

（４-３）
居場所づくり事業実施箇所数

（４-２）
放課後児童クラブ定員数・箇所
数

50

福祉課
・島田市社会福祉協議会と合同で勉強会を実施し、地区懇談
会において地区社会福祉協議会設立の働きかけを行った。C15.4%

（４-２）
赤ちゃん訪問実施率

（４-２）
認可保育園定員数

・保健師または助産師が、市内在住の対象乳児（生後１～４
か月)718人とその保護者を訪問し、乳児の月齢に応じた健康
チェックや育児・保健指導、予防接種・乳児健診の説明及び
受診票の交付を行うとともに、産後うつ等がないかなど精神
面のフォローを行った。
・里帰り出産により訪問できない母親に対しては、里帰り先
の自治体に訪問を依頼する等状況把握に努めた。
・「産後うつ」などメンタル面でリスクを抱えた妊産婦や、
病院から早期訪問の依頼があった場合に対しては、生後１か
月前後の訪問で対応した。
・目標値達成は出来なかったが、母親が育児に不安や戸惑い
を感じやすい産後１～２か月の間に訪問・指導を行うなど、
効果的に実施できた。

・Ｈ26年度からのみどり認定こども園の開園に伴い、保育園
定員数が17人増加した。
・保育需要の増加に伴い、他の幼稚園のこども園化、既存の
保育園の定員数増加の要請を行っていく。

・Ｈ26年度、六合東小学校区第２放課後児童クラブにおいて
３棟目の専用室を建築した。（事業費：20,844千円、定員
数：30人）
・放課後児童クラブの対象年齢を小学６年生まで拡大したこ
とにより利用希望者が増加し、一部で待機児童が発生した。
今後、既存施設の活用を原則として放課後児童クラブ確保を
進める。

（４-１）
地区社会福祉協議会等の設置数47

保育支援課

子育て応援課

長寿介護課

長寿介護課

・要支援者のうちサービスを利用していない者の状況につい
て、地域包括支援センターに状況調査を依頼し、介護保険
サービスや高齢者福祉サービスなどの情報提供と個別相談を
行った。
・介護認定の更新申請時に、希望するサービスについて本人
や家族から詳しく聞き取り、不要な更新申請の削減に努め
た。

・居場所の周知のため、地区社協や自治会に対して説明を行
うとともに、各地区で行っている活動について聞き取り調査
を行った。
・Ｈ27年度からは、居場所づくりに対する補助金交付を開始
し、制度の周知に努めた。その結果、問い合わせが増加して
おり、実施箇所の増加が期待できる。

健康づくり課B

A

C

C

C

48

49

51

52

20.0%

目標値（めざそう値）

Ｈ29

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

（Ｈ27.12月現在）

●第４章　だれもが健やかで幸せに暮らせる健康・福祉のまち
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主な取組内容・成果・要因 所管課評価

ｃ

№ めざそう値　指標
Ｈ24

（計画策定時）

基準値

Ｈ26

確定値

Ｈ27

推計値（参考）

ａ ｂ

目標値（めざそう値）

Ｈ29

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

●第４章　だれもが健やかで幸せに暮らせる健康・福祉のまち

20 事業所 63 事業所 97 事業所 117 事業所

68 人 57 人 人 30 人

44 % 53.1 % - 53.0 %

8,272 件 9,978 件 件 9,300 件

1.44 % 1.91 % % 2.00 %

166.0%

83.9%

44.3%

28.9%

101.1%

（４-３）
地域高齢者見守りネットワーク
づくり事業の協力事業所数

（４-３）
特別養護老人ホームへ入所の必
要性が高い待機者数

長寿介護課

長寿介護課

（４-３）
げんきアップシニア把握事業
（二次予防事業対象者把握事
業）実施者割合
※65歳以上高齢者の割合

（４-４）
相談支援件数

（４-４）
障害者雇用率

・Ｈ26年度までは、要介護・要支援認定がされていない高齢
者に対して基本チェックリストを郵送したほか、各種説明会
や訪宅等の機会に基本チェックリストを配付し、二次予防事
業対象者の把握に努めた。
・Ｈ27年度からは、名称が「介護予防把握事業」に変わり、
基本チェックリストの取扱方法も変更された。郵送を取りや
め、窓口での相談時に、必要なサービスを確認するための
ツールとなっている。

・障害福祉サービスを利用する際に計画相談を必須としたこ
とで、障害者から受ける計画相談以外の相談についても件数
が増加し、目標値を達成した。

・障害者が一般事業所に就労するための訓練等支援を行う就
労移行支援事業所に対し給付を行った。
・障害者との面談を実施し、障害者１人ひとりの状況把握と
ケアに努めた。
・上記に加え、一般事業所の雇用努力もあり、実績値は順調
に推移している。

・市内事業所を戸別訪問し、地域高齢者見守りネットワーク
への参加を働きかけた。
・マスコミ等を活用して見守りネットワークの周知を図っ
た。
・協力事業所からの高齢者の異変等に関する通報につながっ
た。

・介護保険が適用される入所施設（特別養護老人ホームを除
く）の整備を促進した。
・Ｈ24年～Ｈ26年度整備実績
　特定施設入所者生活介護　５か所350床
　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）４か所72床
・引き続き入所施設の整備を行うほか、居宅介護サービスを
充実させることで待機者の減に努める。

B

C

A 長寿介護課

福祉課

福祉課

A

B57

53

54

55

56

（Ｈ28.2月現在）
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主な取組内容・成果・要因 所管課評価

ｃ

№ めざそう値　指標
Ｈ24

（計画策定時）

基準値

Ｈ26

確定値

Ｈ27

推計値（参考）

ａ ｂ

目標値（めざそう値）

Ｈ29

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

●第４章　だれもが健やかで幸せに暮らせる健康・福祉のまち

47.1 % % % 58.0 %

成人期6.1
高齢期5.0

%
%

%
%

%
% 24.0 %

31.5 % 32.8 % % 40.0 %

10 % 0.1 % 0.1 % 50 %

（Ｈ25）

（Ｈ25）
-

-24.8%

15.3%

-

（４-６）
新島田市民病院建設に係る進捗
率

（４-５）
大腸がん検診受診率

（４-５）
ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）
の認知度

（４-５）
１日３皿(約210g)以上野菜をと
る市民の割合

・禁煙の普及啓発活動として、①特定保健指導等の個別保健
指導　（Ｈ25特定保健指導終了者数　644人）、②集団での健
康教育（神座小・島一中・金谷中　３回336人）、③街頭キャ
ンペーン、④禁煙外来や禁煙支援薬局のＰＲを行った。
・Ｈ26、27年度については市民アンケートを実施しておらず
実績値が把握できないため、次期健康増進計画策定時の調査
を実績値とする予定。

・「１日３皿(210ｇ以上）野菜をとろう」普及啓発活動とし
て、①「具だくさん島田汁」を媒体とした野菜摂取の普及活
動（281回　5,153人）、②個別保健指導やふれあいしまだ塾
等の集団での健康教育（306回　2,005人）、③FM島田のラジ
オ番組でのＰＲ（16回）、④広報しまだでの広報活動（12
回）、⑤健康づくり食生活推進協議会・保健委員地区活動等
で実施する講座やイベントでの普及啓発活動（278回　4,993
人）等を実施した。
・Ｈ26、27年度については市民アンケートを実施しておらず
実績値が把握できないため、次期健康増進計画策定時の調査
を実績値とする予定。

病院建設
推進課

健康づくり課

健康づくり課

健康づくり課

-

-

C

D

・特定の年齢（40歳、45歳、50歳、55歳、60歳)に達した市民
に、大腸がん検診の無料クーポン券等を送付し、受診促進を
図った。
・各地区の公共施設や公民館で開催する「地区まわり検診」
の受診対象者に対し、大腸がん検診受診希望の有無に関係な
く採便容器を送付することにより、当初受診を希望しなかっ
た919名に受診を促すことができた。

・新病院建設に向け、Ｈ26年７月に「新市立島田市民病院建
設基本構想」を策定し、Ｈ26年11月から「新市立島田市民病
院建設基本計画」の策定作業に入った。
・全体の事業費に対する執行額の割合で実績値を示している
ため進捗率自体は小さいが、次の設計に向けて着実に計画づ
くりを進めている。
（今後の計画）
・Ｈ29：実施設計
・Ｈ30：工事着手

58

59

60

61
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主な取組内容・成果・要因 所管課評価

ｃ

№ めざそう値　指標
Ｈ24

（計画策定時）

基準値

Ｈ26

確定値

Ｈ27

推計値（参考）

ａ ｂ

目標値（めざそう値）

Ｈ29

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

●第４章　だれもが健やかで幸せに暮らせる健康・福祉のまち

59.54 % 60.17 % 59.97 % 65 %以上 11.5%
80.93 % 67.02 % 67.46 % 80 %以上 -

100 % 100 % % 100 %

37.8 % 36.7 % % 55.0 % -6.4%

-

（４-６）
診療所等から島田市民病院への
紹介率
島田市民病院から診療所等への
紹介率

（４-６）
島田市看護専門学校卒業生の看
護師国家試験合格率

（４-７）
特定健康診査受診率

・成績不振者に対しては個人面接や長期休暇中の補習講義を
行い、学習方法や学習習慣を早期に獲得させている。
・各学年に担当・副担当を計３名置き、学習面だけでなく人
としての成長を目指した個別指導を行っている。
・Ｈ26年度は卒業生34人が全員合格し、８年連続看護師国家
試験100％合格を達成している。
・教員一人ひとりが、学習面だけでなく“人としての成長”
を最終目標に、より良い看護師の育成を意識し取り組んでい
る。

・市民対象のがん検診にて特定健診を同時に行う国保総合健
診を実施し、対象者は年１回の受診で健診が済むようにし
た。
・受診率向上を図るために、毎年実施回数を増やし、土曜日
も実施した。
・検査項目を追加し、希望者及び40歳になる受診者（自己負
担額なし）に対し心電図計測を実施した。
・40・50歳代の受診者数が少ないため、重点的に受診勧奨を
行う必要がある。

病院連携室

教務課

国保年金課

D

A

D

・「病院紹介パンフレット」を毎年作成し、診療所へ配付を
している。
・年によって紹介率算出方法に違いがあるため、年度ごとに
実績値が増減することがある。
・当院から診療所への紹介については、紹介されて受診した
患者及び安定期・慢性期に入った患者をできるだけ診療所へ
紹介するよう各科医師が努めている。
・在宅医療推進により病院と診療所間の連携がより強化され
ることが見込まれるため、今後の数値が大幅に下がる可能性
は低い。

62

63

64
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主な取組内容・成果・要因 所管課評価

ｃ

№ めざそう値　指標
Ｈ24

（計画策定時）

基準値

Ｈ26

確定値

Ｈ27

推計値（参考）

ａ ｂ

目標値（めざそう値）

Ｈ29

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

●第４章　だれもが健やかで幸せに暮らせる健康・福祉のまち

93.3 % 94.1 % % 95 % 47.1%
（４-７）
国民健康保険税収納率 国保年金課B

・国保税決定通知書発送時や分割納付のための来庁時など
様々な機会を捉え、納税義務者に対し口座振替による納付を
勧奨した。（Ｈ26年度本算定時口座振替：8,491世帯、
56.1％）
・差押予告書を発送しても納付がない者に対しては、早期に
財産調査を実施し、滞納処分に着手した。（Ｈ26年度差押実
施件数：76件）
・滞納整理に関する情報収集や徴収連携のため、納税課と相
互協力体制を密にするとともに、高額・悪質滞納者の中でも
特に困難な事案について、静岡地方税滞納整理機構へ徴収事
務の引継ぎを行った。（Ｈ26年度移管案件：14件、収納額：
5,962,153円）
・高額療養費、葬祭費などの支給対象者のうち、滞納者や短
期被保険者証及び資格証明書の交付者に対する納付指導の強
化を図った。
・社会保険加入者への国保脱退手続きの周知等により、被保
険者資格の適正化を図った。
・世帯所得が把握されていない滞納者に対し年３回郵便にて
簡易申告書の提出を促し、所得の把握に努めるとともに、適
正な課税を行うことで滞納額の削減を図った。
・居所不明者の実態調査を実施した。

65
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862 世帯 728 世帯 300 世帯 1,350 世帯

72 事業者 74 事業者 事業者 83 事業者

3.9 Mw 6.1 Mw Mw 4.3 Mw

2.0 Mw 6.1 Mw 6.1 Mw 7.0 Mw

916 g/人･日 885 g/人･日 g/人･日 893 g/人･日

22.8 % 21.0 % % 30.6 %

●第５章　自然と共存する資源循環型のまち

18.2%

134.8%

-23.1%

-27.5%

82.0%

550.0%

環境課

環境課

・Ｈ25年度まで行っていた県民運動「ふじのくにエコチャレ
ンジＤＡＹｓ」事業がＨ26年度から変更され、「ふじのくに
エコチャレンジＣＨＥＣＫ」事業となった。
・Ｈ26年度はこれに参加する形でチェックを実施したが、
チェックシート作成による環境への負荷や作成経費、効率を
鑑み、Ｈ27年度からは環境フェア等のイベントにて参加者に
対しチェックを行った。
・Ｈ28年度からは県民運動には参加せず、市単独で事業を進
める考え。

・商工課のメールマガジンや島田市商工会、島田建設業協会
を通して事業者向けエコアクション21取得セミナーの参加者
を募った。
・Ｈ24年度から認証取得をする事業者数が伸び悩んでいるた
め、周知の方法及びエコアクション21の認証取得メリットを
検討する必要がある。

・広報紙、ホームページへの掲載により島田市住宅用太陽光
発電システム補助金の周知を行った。（補助申請件数：265
件）

環境課

環境課

環境課

環境課

D

C

A

B

A

D

・Ｈ26年度から島田浄化センター水処理棟（太陽光発電：
199kw）及び富士山静岡空港（太陽光発電：1,525kw）の２か
所が運用開始したため、実績値が増加した。
・Ｈ27年度以後は島田市内における大規模発電施設の設置予
定はなく、Ｈ26年度の数値が横ばいとなる見込み。

・生ごみ処理容器「キエーロ」の実証実験を実施するなど、
生ごみの発生抑制等の推進を図った。
・川ざらいの土砂搬入量の増などにより前年実績より増加傾
向にあるが、全体的には目標値を下回り、順調にごみの減量
化が進んでいる。

・Ｈ26年度より、これまで燃えるごみと混合して回収してい
た古布類の回収を開始し、アジア・アフリカ諸国へ寄附する
など、再利用を図った。
・小型家電の行政回収を開始したほか、雑紙の分別等を推進
した。
・資源ごみや古紙については、市内コンビニエンスストアや
スーパーマーケット等での回収が活発化したことや、ペー
パーレス化が進んだことにより、排出量が全体的に減少して
いる。

71

（５-１）
家庭版環境マネジメント事業参
加世帯数

（５-１）
エコアクション21認証取得事業
者数

（５-１）
太陽エネルギー利用設備導入助
成利用者の発電容量

（５-１）
島田市の大規模発電施設におけ
る、再生可能エネルギーによる
発電容量

（５-２）
１人当たりのごみ排出量

（５-２）
古紙、ペットボトル、トレイ等
のリサイクル率

66

67

68

69

70

№ めざそう値　指標

基準値 確定値 推計値（参考） 目標値（めざそう値） 目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課
Ｈ24

（計画策定時）
Ｈ26 Ｈ27 Ｈ29

ａ ｂ ｃ

21



●第５章　自然と共存する資源循環型のまち

№ めざそう値　指標

基準値 確定値 推計値（参考） 目標値（めざそう値） 目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課
Ｈ24

（計画策定時）
Ｈ26 Ｈ27 Ｈ29

ａ ｂ ｃ

33.81 % 34.99 % % 39.83 %

16 団体 21 団体 21 団体 20 団体

238 ha 208 ha 242 ha 285 ha

259 人 427 人 人 300 人

1,630 人 1,240 人 1,115 人 2,000 人 -105.4%

125.0%

-63.8%

409.8%

19.6%

環境課

環境課

農林課

下水道課

土木管理課

・Ｈ26年度は、森林施業補助や森林（もり）づくり県民税を
財源とした森の力再生事業を中心に、計208haの森林整備を
行った。（内訳）
・森林施業補助の整備面：83ha
・県単独事業の森の力再生事業：125ha

・アース・キッズプログラム実施実績
　Ｈ25年度：８校
　Ｈ26年度：９校
・年々参加校が増加傾向にあり、Ｈ25年度時点で目標値を達
成している。

・基準としたＨ24年度については、東日本大震災にかかる災
害廃棄物の処理を行ったことで、特に官公庁からの見学者数
が大幅に増加した結果の数となっている。
・田代環境プラザについては、見学者数は微減となったが、
見学回数は増加した。また、島田市及び川根本町の小学校が
毎年見学を行っているほか、エコアクション21取得事業所に
よる見学も行われている。
・Ｈ26年１月から供用開始したソーラーパークしまだについ
ては、各種委員会や審議会等の視察により見学者が増加し
た。
・供用開始から時間が経過するにつれて見学者が減少傾向に
ある。

C

A

D

A

D

・市道本通り一丁目若松線沿いの宮川町～若松町認可区域境
まで東西Ｌ≒254ｍの下水道管渠整備が完了し、20数世帯に及
ぶ家屋の下水道管渠接続が可能となった。
・市道本通り一丁目若松線と交差する、市道向島若松町線の
宮川町から中溝町までの南北Ｌ≒195ｍの下水道管渠整備が完
了し、家屋の20数世帯と「㈱TSUTAYA島田店」東側に宅地造成
された12世帯分の下水道管渠接続が可能となった。
・その他、Ｈ26年度整備計画エリア内(若松町・宮川町・中溝
町)Ｌ≒543ｍの枝線下水道管渠整備が完了した。
・現在整備している若松町・宮川町・中溝町区域は人口密集
地域であるため、住環境における公共用水域の改善（水質環
境の改善）を図るよう計画的に整備を行っている。

・Ｈ26年度に目標値を達成し、さらに新規に同意書締結を希
望している団体が４団体ある。今後も締結団体が増加する見
込み。

75

76
（５-４）
田代環境プラザ・ソーラーパー
クしまだ（メガソーラー発電
所）見学者数

72

73

74

（５-３）
リバーフレンドシップ同意書締
結団体数

（５-３）
森林整備面積（年間）

（５-４）
アースキッズ事業参加者数

（５-２）
汚水処理人口普及率

（Ｈ28.1月現在）

（Ｈ28.3月見込）
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77
（６-１）
静岡県が示している耐震基準に対する学校
施設の耐震化率

82.4 % 83.5 % 89.2 % 90.0 % 14.5% C

・東海地震に対する耐震性能がランクⅡの島田第三小学校特別
教室棟（築44年）を解体した。
・耐震性能が劣る学校施設（建物）は、Ｈ26年度末時点で校舎
棟14棟、体育館３棟の計17棟が残っていたが、Ｈ27年度の川根
小改築事業及び初倉小耐震化事業により、Ｈ27年度末における
残は校舎棟８棟、体育館３棟の計11棟となった。
・Ｈ29年度目標値達成に向け、Ｈ28年度から神座小耐震化事業
に着手する計画である。

教育総務課

85 % 小90.0 % % 小90 % 100.0%
中82.1 % % 中80 % -

79
（６-１）
小学校パソコン教室における児童用パソコ
ン配備数

291 台 291 台 291 台 540 台 0.0% D

・島田地区15小学校における配備数。
・文部科学省の「教育の情報化に関する手引き」等による指標
に向け、校内普通教室におけるＩＣＴの効果的な活用とイン
ターネットの環境整備が求められている。
・第２期教育振興基本計画や教育のＩＴ化に向けた環境整備計
画等により、パソコンの利用のあり方も変化してきており、今
後はタブレット端末の利用が推奨される。

教育総務課

80
（６-１）
学校給食における島田市産農産物の使用割
合（重量）

32 % 37 % % 40 % 62.5% B

・学校給食地産地消推進連絡会議を開催し、学校給食に地場産
物を納品可能な生産者と品目や納品時期、納品量について情報
交換を行った。
・中部学校給食センター開設に伴い、生産者等に納品量や納品
方法などの説明会を開催した。
・学校給食における島田市産農産物の使用割合（重量）は毎年
目標を40％としており、安全で安心な食材の使用を実施してい
る。

学校給食課

49,016 人 47,846 人 47,600 人 50,200 人

●第６章　人を育て、歴史を大切に新しい文化を創造するまち

（６-１）
授業がよくわかると思う児童・生徒の割合

Ｈ29

ａ ｂ

（小・中学校合算）

社会教育課

№ めざそう値　指標

基準値 確定値 推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ24
（計画策定時）

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃ

78

・各学校がそれぞれの実態に応じて授業改善が進むよう各種研
修会等で教員に周知した。
・個に応じた授業を進めていくため、支援員（学習指導・学校
教育）を全学校に配置するほか、学校図書館支援員も拡充し
た。
・全国学力・学習状況調査の結果分析から、市内全教職員に分
析結果、考察及び授業改善の視点を盛り込んだリーフレットを
作成・配付した。
・Ｈ26時点で目標値を達成しているが、支援員の増員等学習環
境の整備に引き続き努める。

A 学校教育課

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課Ｈ26 Ｈ27

81
（６-２）
しまだ楽習センター利用者数（年間） D

・公民館等の社会教育施設が不足している中心市街地における
市民の学習拠点として、利便性向上と環境改善に努めた。ま
た、幅広い年代の市民を対象とした講座を開講し、生涯学習の
推進に取り組んだ。
・Ｈ26年度からの消費税増税に伴う貸し部屋使用料及び受講料
の増額や、Ｈ27年度からの島田市いきいきクラブ事務局の移転
が利用者数減少の要因の一つであると考える。

-98.8%
(Ｈ28.3見込）
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●第６章　人を育て、歴史を大切に新しい文化を創造するまち

Ｈ29

ａ ｂ

№ めざそう値　指標

基準値 確定値 推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ24
（計画策定時）

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃ

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課Ｈ26 Ｈ27

82
（６-２）
公民館等利用者数（年間） 163,086 人 172,372 人 人 167,200 人 225.7% A

・市民の生涯学習及び地域文化の交流拠点として、利便性向上
と環境改善に努め、平年ベースでの利用者が増加した。
・各施設では、市民学級・高齢者学級に特に積極的に取り組む
とともに、料理、科学実験教室、園芸講座など新規講座の開拓
も行った。
・築20年を経過した３施設は、老朽化による維持管理経費が増
加している。今後も施設の効率的な運営を目指し、持続可能か
つ発展的な事業を行っていく必要がある。

社会教育課

83
（６-２）
図書館資料の貸出冊数 4.8 冊/

人・年
5.6 冊/

人・年
冊/
人・年

7.0 冊/
人・年

36.4% C

・図書館利用者増を図るため、①図書館おはなし会（109回開
催　1,794人参加）、②おはなし宅配便（22園実施　1,577人参
加）、③ブックスタート・キッズブック（計48回実施　1,621
人参加）、④ぬいぐるみの図書館おとまり会（10組参加）、⑤
図書館福袋貸出し（２冊１袋で46袋）等の事業を実施した。
・Ｈ26年度総貸出冊数は568,162冊で、前年度実績は上回った
ものの伸び悩んでおり、目標値達成は困難であると予想され
る。利用促進に向けたより一層の取組が必要であると考える。

図書館課

84
（６-２）
市立図書館蔵書数 398,499 冊 412,777 冊 冊 437,500 冊 36.6% C

・Ｈ26年度実績図書購入費執行額：29,984,726円
　Ｈ26年度目標蔵書数：398,000冊
・Ｈ30年度に文部科学省が示す「これからの図書館像」の基準
による人口10万人に対応する蔵書数である45万冊の達成を目指
して、蔵書計画を立て計画的に購入しており、Ｈ26年度の目標
蔵書数については大幅に上回っている。

図書館課

85
（６-３）
家庭教育講座参加者数（年間） 383 人 392 人 人 440 人 15.8% C

・０歳から思春期の親を対象とした講座を開催した。
・講座内容や開催回数、プログラムをニーズに合わせて見直し
工夫したことで、父親や働く親の参加が増加した。引き続き、
受講しやすい環境づくりと内容が充実した学習会の開催を心掛
けていきたい。

社会教育課

86
（６-３）
社会教育施設（図書館、公民館等）におけ
るおはなし会参加者数（年間）

3,175 人 3,348 人 人 3,700 人 33.0% C

・島田図書館でのおはなし会の案内放送をこども館にて行った
ことにより、参加者が増加した。
・各読み聞かせボランティアグループによるおはなし会が定着
する中で、さらに新規で参加を希望する団体がある。
・今後も読み聞かせを通して、親子がふれ合う場や親同士が交
流できる場を提供するとともに、読書のできる環境を身近に整
備していくことが必要である。

社会教育課
図書館課

9,256 人 9,780 人 10,072 人 10,000 人87
（６-３）
青少年声掛け運動参加者数（年間） 社会教育課

・市内幼稚園･保育園･小中学校の職員及び保護者、青少年育成
補導委員、教育委員会関係職員等へ参画を働き掛け、参加者の
増加を図った。
・Ｈ27年11月時点で目標値は概ね達成している。

70.4% B
(Ｈ27.11月現在）
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●第６章　人を育て、歴史を大切に新しい文化を創造するまち

Ｈ29

ａ ｂ

№ めざそう値　指標

基準値 確定値 推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ24
（計画策定時）

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃ

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課Ｈ26 Ｈ27

42.0 % - - 50 %

89
（６-４）
主要社会体育施設の利用者数（年間） 433,083 人 441,730 人 人 480,000 人 18.4% C

・総合スポーツセンター利用者数：314,662人、島田球場等社
会体育施設利用者数：127,068人
・体育施設の老朽化が進むため、適正な施設管理が一層必要と
なる。

スポーツ振興課

90
（６-５）
島田市民文化祭出展者数（年間） 754 人 741 人 706 人 800 人 -28.3% D

・文化協会会員による出展が大部分を占めており、会員数の減
少に伴い実績値も減少している。
・ポスターの原画作成を地元高校生へ依頼し、若者による出展
が増加するよう取り組んだ。
・募集要項、ポスター・チラシ等を市内各施設・各自治会等へ
配布したほか、広報紙での周知を行った。
・新たな試みとして市民文化祭開会式を実施し、市議会議員を
はじめ各自治会長に出席を依頼することにより、市民文化祭の
開催を広く周知した。

文化課

40,971 人 39,272 人 41,508 人 50,000 人

92
（６-５）
お茶の入れ方セミナー参加者数（年間） 336 人 945 人 人 500 人 371.3% A

・Ｈ26年度は、市内の小学校や事業所等の新採職員研修として
お茶の入れ方教室の開催の要望があり、19団体945人を対象に
実施した。
・前年度と比較し大幅増となったのは、ＪＡ大井川が小学６年
生を対象に急須の贈呈とお茶の淹れ方教室を新たに実施したこ
とによる。
・上記以外に、お茶の郷指定管理者が同施設において554人を
対象にセミナーを開催している。

農林課

農林課91

（Ｈ28.1月現在）

・Ｈ26年度は台風の影響で団体予約約2,400人分がキャンセル
になったこともあり、博物館の団体客の人数が減少した。
・企画展、講座、セミナー、イベント等により、入館者増とお
茶への理解増進に努めた。
・Ｈ28年度中に「ふじのくに茶の都ミュージアム」として県へ
移管されるが、今後も継続して入館者数の把握に努める予定で
ある。

D
（６-５）
お茶の郷入館者数 -18.8%

-

・半数以上の市民が継続的な運動を実施できていないため、運
動に対する無関心層に対し働きかける必要がある。
・Ｈ26年度はアンケート調査を実施していないため実績値の把
握はできていない。
・「スポーツのまちづくり計画」策定に向け、Ｈ28年度に実施
予定のアンケート調査にて実績値の把握に努める。

スポーツ振興課
（Ｈ25）

88
（６-４）
１日30分以上で週１回以上の運動を継続し
て行う市民（成人）の実施率

-

25



●第６章　人を育て、歴史を大切に新しい文化を創造するまち

Ｈ29

ａ ｂ

№ めざそう値　指標

基準値 確定値 推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ24
（計画策定時）

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）ｃ

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課Ｈ26 Ｈ27

42,383 人 30,533 人 39,257 人 45,000 人 文化課
（Ｈ28.2月現在）

93
（６-６）
博物館・博物館分館入場者数（年間）

・Ｈ26年度の入館者数が前年度と比較して大幅な減となってい
る要因としては、夏休み期間中に、親子向け企画展を開催する
従来の方式から、島田市の歴史・文化に即した本格的な展示へ
変更したことが挙げられる。
・地域博物館として、親子向け企画展示と常設展示とのバラン
スに配慮して企画を行う。
・Ｈ27年度に博物館周辺エリアを「ヒストピア島田」に決定
し、Ｈ28年度から史跡としてのエリア活用のあり方等を検討し
ていく。

D-452.8%
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- 21 人 28 人 30 人

95
（７-２）
「男は仕事、女は家庭」という男
女の役割を固定的に考える意識に
とらわれない市民の割合

46.6 % % % 65 % - -

・女性議会を開催し、公募で選ばれた女性11人が登壇した。
・男女共同参画の日街頭啓発活動をＪＲ島田駅前にて行い、
男女共同参画啓発推進員、ＮＰＯ団体、静岡県立大学学生ほ
か30人が参加した。
・Ｈ26年度はアンケート調査を実施していないため実績値な
し。

地域づくり課

96
（７-２）
人権教育啓発講習会の受講者数 - 0 人 0 人 150 人 - -

・講習会受講者の確保が大きな課題となり、Ｈ24年度からＨ
27年度まで予算確保ができておらず未開催となっている。今
後は社会情勢を捉えた題材の選定や講座の周知方法の工夫と
ともに、保護者や家庭教育関係者、民生委員、児童委員等を
対象とした講習会の開催を検討する必要がある。
・Ｈ28年度には、インターネット上における人権侵害に関
し、保護者を対象とした講習会を企画しているところ。

生活安心課

97
（７-３）
普通財産（法定外公共物を含
む）譲渡件数

211 件 304 件 件 386 件 53.1% B

・市街地周辺において、市内のハウスメーカーや不動産業者
による分譲宅地の開発に伴う法定外公共物の譲渡申請件数が
伸びており、稲荷町住宅及び中溝町住宅の跡地の公売は、い
ずれも分譲宅地とする目的で落札されている。
・例年、30件から40件の普通財産譲渡件数を見込んでいる
が、Ｈ25年度は46件、Ｈ26年度は47件と見込みを大きく上
回った。

 財政課

98
（７-４）
島田市・リッチモンド市友好親
善使節参加者総数

503 人 532 人 人 600 人 29.9% C

・Ｈ26年度は、島田市国際交流協会においてリッチモンド市
からの学生親善使節３人の受入及びリッチモンド市への学生
親善使節９人の派遣を行った。
・Ｈ25年度までは、リッチモンド市への派遣を毎年２回（夏
春）行っていたが、リッチモンド市側からの要望によりＨ26
年度以降は春１回のみの派遣となっている。これにより目標
値達成が困難な状況となっている。

地域づくり課

●第７章　市民と行政がともに創る、活力に満ちたまち～まちづくりの進め方～

№ めざそう値　指標

基準値 確定値

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

ａ ｂ

推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ27 Ｈ29

ｃ

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課

B

・Ｈ26年度にファシリテーター養成講座（初級編）を４回開
催し、30人が参加した。
・Ｈ27年度のファシリテーター養成講座（中級編）では30人
が参加している。

協働推進課94
（７-１）
市民ファシリテーターの養成人
数

70.0%
(初級終了)
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●第７章　市民と行政がともに創る、活力に満ちたまち～まちづくりの進め方～

№ めざそう値　指標

基準値 確定値

Ｈ24
（計画策定時）

Ｈ26

ａ ｂ

推計値（参考） 目標値（めざそう値）

Ｈ27 Ｈ29

ｃ

目標値（c）に
対する達成率
（ｂ-ａ）/
（ｃ-ａ）

評価 主な取組内容・成果・要因 所管課

310 万件 309 万件 262 万件 350 万件

100

（７-５）
経常収支比率（年間） 89.8 % 91.6 % % 90 %以下 - D

・歳出については、少子高齢化等に伴う社会福祉及び児童福
祉等の扶助費（社会保障関係経費）の大幅な増などにより、
前年度比で増額となっている。
・歳入については、消費税率の改定による地方消費税交付金
の増があったが、国の地方財政計画の影響による臨時財政対
策債発行可能額や地方交付税の減、法改正に伴う自動車取得
税交付金の減などにより、前年度比で減額となっている。
・扶助費については適正な執行に努めているが、障害福祉な
ど国の制度に基づき市が一定割合を負担するものや、生活保
護のように国全体の社会・経済動向に左右されるものの占め
る割合が高く、市として給付費をコントロールすることは困
難である。

財政課

広報課
（H28.1月現在）

99
（７-５）
（再掲）市ホームページ総ペー
ジビュー数

-2.5% D

・市ホームページ以外のポータルサイトの充実により、アク
セス数が分散する傾向にある。
・外国人のニーズに対応するため、英語版のホームページテ
ンプレートや電子書籍を作成している。
・アクセシビリティガイドラインに沿ったページでの情報発
信やＳＮＳを利用した取組を行っている。
・ＳＮＳ利用状況（Ｈ28年２月25日現在）:Twitterフォロ
ワー数　3,717件、Facebookページへのいいね！数　1,213件
・データセンターにサーバを設置し、インターネット回線か
ら更新することにより災害時や障害時における安定稼動を確
保している。
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